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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第63期

第２四半期連結
累計期間

第64期
第２四半期連結
累計期間

第63期
第２四半期連結
会計期間

第64期
第２四半期連結
会計期間

第63期

会計期間

自  平成22年
    ３月１日
至  平成22年
    ８月31日

自  平成23年
    ３月１日
至  平成23年
    ８月31日

自  平成22年
    ６月１日
至  平成22年
    ８月31日

自  平成23年
    ６月１日
至  平成23年
    ８月31日

自  平成22年
    ３月１日
至  平成23年
    ２月28日

売上高 (百万円) 26,822 28,034 13,701 14,120 55,890

経常利益又は
    経常損失(△)

(百万円) 272 △4,509 △687 △2,584 △1,384

四半期純利益又は四半期
(当期)純損失(△)

(百万円) 1,177 △6,577 218 △2,885 △10,374

純資産額 (百万円) ― ― 134,414 117,361 129,301

総資産額 (百万円) ― ― 149,005 143,473 149,886

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,502.651,306.271,441.21

１株当たり四半期純利益
又は四半期(当期)純損失
(△)

(円) 13.36 △74.67 2.47 △32.76 △117.75

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 88.9 80.2 84.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,280 △2,851 ― ― 377

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,988 △6,122 ― ― △2,119

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,561 △2,278 ― ― △1,756

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 23,844 14,380 25,675

従業員数 (名) ― ― 1,580 2,146 1,861

(注)１  売上高には、消費税等は含まれていない。

２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第63期第２四半期連結累計期間、第63期第２四半

期連結会計期間及び第64期第２四半期連結会計期間は、潜在株式が存在しないため、また第64期第２四半期連

結累計期間及び第63期は四半期(当期)純損失であり、かつ希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載

していない。

３  平成23年６月１日付で共同株式移転により設立された共同持株会社である株式会社ＴＳＩホールディングス

に、当社の管理部門等（従業員４名）を移管している。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はない。

なお、平成23年６月１日付で共同株式移転により、共同持株会社である株式会社ＴＳＩホールディングス

を設立したことに伴い、当社は同社の完全子会社となった。また、主要な関係会社の異動については、「３　

関係会社の状況」に記載した。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となった。

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(親会社) 　 　 　 　 　

株式会社ＴＳＩホール
ディングス
(注)

東京都　
千代田区

15,000

傘下子会社及びグルー
プ会社の事業活動の支
配・管理ならびにそれ
に付帯する業務

100.0役員の兼任　４名

(連結子会社) 　 　 　 　 　

株式会社エレファント
 

東京都　
渋谷区

10
ファッション衣料・　
雑貨関連事業

85.3役員の兼任  １名

株式会社ローズバッド
 

東京都　
渋谷区

10
ファッション衣料・　
雑貨関連事業

85.3役員の兼任　１名

　(注)　　有価証券届出書の提出会社である。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年８月31日現在

従業員数(名) 2,146  ( 2,063)

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（  ）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ている。

　　  ２ 前連結会計年度末に比べ従業員数が285名増加しているが、主な理由は当第２四半期連結会計期間中に

「ファッション衣料・雑貨関連事業」において株式会社エレファント、株式会社ローズバッドを連結子会社

としたことによるものである。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年８月31日現在

従業員数(名) 474  ( 1,537)

　(注)　　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（  ）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載している。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりである。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

ファッション衣料・雑貨関連事業 2,045 △19.7

その他事業 100 △30.1

合計 2,146 △20.2

(注) １  金額は製造原価によって表示している。
２  上記の金額には消費税等は含まれていない。

　
(2) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における仕入実績は次のとおりである。
　

セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同四半期比(％)

ファッション衣料・雑貨関連事業 5,651 35.2

合成樹脂関連事業 817 42.4

合計 6,469 36.1

(注) １  金額は仕入価格によって表示している。

２  上記の金額には消費税等は含まれていない。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりである。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

ファッション衣料・雑貨関連事業 13,079 4.3

合成樹脂関連事業 854 △2.3

その他事業 186 △34.9

合計 14,120 3.1

(注) 　　上記の金額には消費税等は含まれていない。

　
なお、「受注の状況」については、該当事項はない。
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２ 【事業等のリスク】

平成23年５月27日提出の有価証券報告書に記載の内容と変更はない。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はない。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものである。

(1)経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間（平成23年６月１日から平成23年８月31日まで）におけるわが国経済は、東
日本大震災の影響により景気と消費マインドが一気に冷え込み、その後、持ち直しの気配は感じられたもの
の、長引く円高等により先行き不透明な状況で推移した。
当アパレル業界においても、個人消費が大幅に減少するなか、一部に回復の兆しが見られたが力強さに欠
け、企業を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続いている。
こうした状況のなか、当社グループは、経営の最重点方針である『商品本位主義』のもと、お客様にご満
足いただける真に価値ある商品の開発にグループをあげて取り組むとともに、時代にマッチした新しい発
想と価値観で様々な施策に積極的に取り組んできた。
具体的には、主販路である百貨店販路の活性化と売上拡大に向けて、春物からミッシーゾーンにテイスト
の異なる２つの新ブランド「ココフク」「ツールフェイス」を展開し、順調に推移している。
また、“Ｆ１層”と呼ばれる20才から34才までの女性をターゲットにした自社開発ブランド「セレーヌ 
デプト」をこの秋冬物より販売するとともに、Ｍ＆Ａにより複数の個性ある有力セレクトショップをグ
ループ化するなど、事業規模の拡大を強力に推し進めてきた。
本年５月には、最新鋭の物流センター「市川ロジスティクスセンター」を稼働し、物流機能の完全アウト
ソーシングによる効率化と営業活動の抜本的改革を行なうとともに、コンピューターシステムの再構築を
行なうなど、全社的な業務の合理化に取り組んできた。
さらに、当社と「株式会社サンエー・インターナショナル」は、６月１日に経営統合し共同持株会社「株
式会社ＴＳＩホールディングス」を設立した。両社の強み、ノウハウ、リソースを相互に共有・活用するこ
とで様々な施策を推進し統合効果の発揮を図っている。
その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は141億20百万円（前年同四半期比3.1％増）となったが、
営業損益については、新ブランド開発や広告宣伝の強化といった積極的な先行投資による経費の増加と、戦
略的なＭ＆Ａに対するのれん代の償却費負担により20億48百万円の損失（前年同四半期は１億88百万円の
黒字）となった。
また、経常損益は、株式市場の下落から有価証券評価損が発生したことにより25億84百万円の損失（前年
同四半期は６億87百万円の損失）、さらに、四半期純損益は、新たに適用された「資産除去債務に関する会
計基準」に基づく路面店等の賃借物件の原状回復費用を計上したことや、投資有価証券の減損処理を行
なったことにより28億85百万円の損失（前年同四半期は２億18百万円の黒字）と、誠に不本意な結果と
なった。

　
(2)財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ64億13百万円減少し、1,434
億73百万円となった。負債は、前連結会計年度末に比べ55億28百万円増加し、261億12百万円となった。純
資産は、前連結会計年度末に比べ119億40百万円減少し、1,173億61百万円となり、自己資本比率は80.2％
となった。
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(3)キャッシュ・フローの状況

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、27億52百万円の税金等調整前
四半期純損失となったが、現金支出を伴わない評価損が発生したことや売上債権が３億91百万円減少
したこと、ならびに仕入債務が４億52百万円増加したこと等により１億15百万円の収入となった。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、Ｍ＆Ａによる子会社株式の購
入による支出66億22百万円の支出を主因に72億55百万円の支出となった。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済により１億
18百万円の支出となった。
この結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、第１四半期連結会計期間末に
比べ72億86百万円減少し、143億80百万円となった。

なお、上記の現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、預入期間が３ヵ月を超える

定期預金が除かれている。

　
(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更はない。また新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はない。

　
(5)研究開発活動

該当事項はない。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はない。また新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　
② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年10月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 88,096,65288,096,652非上場（注）
単元株式数は　　　　　　1,000株で

ある。

計 88,096,65288,096,652― ―

（注）当社は平成23年６月１日付で株式移転により株式会社ＴＳＩホールディングスの完全子会社となったため、　　平

成23年５月27日に東京証券取引所（市場第１部）を上場廃止になった。

　　　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年６月１日～
平成23年８月31日

― 88,096,652 ― 26,734 ― 44,279

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数　に
対する所有株　式数
の割合(％)

株式会社ＴＳＩホールディングス 東京都千代田区麹町五丁目７番地１ 88,096 100.0

計 ― 88,096 100.0

(注)　当社は、平成23年６月１日に共同株式移転により共同持株会社「株式会社ＴＳＩホールディングス」を設立し、当

社は同社の完全子会社となった。
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(7) 【議決権の状況】

　
① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   88,096,652 88,096
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 88,096,652 ― ―

総株主の議決権 ― 88,096 ―

　
② 【自己株式等】

該当事項はない。　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 625 601 595 ― ― ―

最低(円) 512 515 539 ― ― ―

(注) １　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

２　当社株式は、平成23年５月27日付で上場廃止となっているため、上場廃止前日までの株価を記載している。

　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年６月１日から平成22年８月31日まで)および前第２四半期連

結累計期間(平成22年３月１日から平成22年８月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成23年６月１日から平成23年８月31日まで)および当第２四半期連結累計期

間(平成23年３月１日から平成23年８月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し

ている。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年６月１

日から平成22年８月31日まで)および前第２四半期連結累計期間(平成22年３月１日から平成22年８月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表、ならびに当第２四半期連結会計期間(平成23年６月１日から平成23年８

月31日まで)および当第２四半期連結累計期間(平成23年３月１日から平成23年８月31日まで)に係る四半

期連結財務諸表について、興亜監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,234 27,767

受取手形及び売掛金 7,231 6,074

たな卸資産 ※1
 10,377

※1
 9,699

繰延税金資産 1,202 920

その他 1,928 8,029

貸倒引当金 △222 △64

流動資産合計 37,753 52,427

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 4,142

※2
 3,343

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 458

※2
 357

土地 10,917 10,917

その他（純額） ※2
 1,013

※2
 552

有形固定資産合計 16,531 15,170

無形固定資産

のれん 13,029 4,284

その他 220 144

無形固定資産合計 13,250 4,429

投資その他の資産

投資有価証券 64,244 67,080

長期貸付金 333 305

繰延税金資産 368 116

その他 11,043 10,356

貸倒引当金 △51 △0

投資その他の資産合計 75,939 77,858

固定資産合計 105,720 97,458

資産合計 143,473 149,886

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,058 8,005

未払法人税等 1,051 916

未払消費税等 86 －

賞与引当金 140 141

返品調整引当金 365 593

デリバティブ債務 6,551 4,150

その他 3,350 3,211

流動負債合計 19,604 17,018

EDINET提出書類

株式会社東京スタイル(E02638)

四半期報告書

11/31



(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

固定負債

長期借入金 1,833 1,722

退職給付引当金 1,200 1,201

役員退職慰労引当金 141 111

繰延税金負債 92 92

その他 3,239 438

固定負債合計 6,507 3,566

負債合計 26,112 20,584

純資産の部

株主資本

資本金 26,734 26,734

資本剰余金 44,279 44,934

利益剰余金 49,466 73,498

自己株式 － △16,667

株主資本合計 120,479 128,500

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,285 △1,506

為替換算調整勘定 △115 △25

評価・換算差額等合計 △5,401 △1,531

新株予約権 － 142

少数株主持分 2,282 2,190

純資産合計 117,361 129,301

負債純資産合計 143,473 149,886
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

売上高 26,822 28,034

売上原価 14,115 15,598

売上総利益 12,707 12,436

販売費及び一般管理費 ※
 12,103

※
 15,796

営業利益又は営業損失（△） 603 △3,360

営業外収益

受取利息 614 285

受取配当金 398 281

その他 168 131

営業外収益合計 1,180 698

営業外費用

支払利息 16 11

有価証券評価損 1,230 815

デリバティブ評価損 － 876

その他 265 144

営業外費用合計 1,511 1,847

経常利益又は経常損失（△） 272 △4,509

特別利益

貸倒引当金戻入額 1 －

役員退職慰労引当金戻入額 37 －

過年度有価証券評価益 698 －

匿名組合分配益 1,203 －

新株予約権戻入益 － 194

その他 115 80

特別利益合計 2,054 275

特別損失

投資有価証券売却損 160 549

投資有価証券評価損 290 702

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 315

災害による損失 － 52

その他 71 138

特別損失合計 521 1,758

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,805 △5,993

法人税、住民税及び事業税 416 564

法人税等調整額 163 △175

法人税等合計 579 388

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △6,381

少数株主利益 48 196

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,177 △6,577
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年６月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年８月31日)

売上高 13,701 14,120

売上原価 7,398 7,994

売上総利益 6,303 6,126

販売費及び一般管理費 ※
 6,115

※
 8,175

営業利益又は営業損失（△） 188 △2,048

営業外収益

受取利息 349 122

受取配当金 369 253

その他 142 2

営業外収益合計 860 379

営業外費用

支払利息 8 4

有価証券評価損 1,522 105

デリバティブ評価損 － 804

その他 204 0

営業外費用合計 1,734 914

経常損失（△） △687 △2,584

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 37 －

賃貸借契約解約損失引当金戻入額 200 －

匿名組合分配益 1,203 －

新株予約権戻入益 － 194

その他 △34 △43

特別利益合計 1,406 151

特別損失

投資有価証券売却損 14 42

投資有価証券評価損 290 151

その他 △20 125

特別損失合計 284 319

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

433 △2,752

法人税、住民税及び事業税 218 255

法人税等調整額 0 △197

法人税等合計 218 58

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △2,810

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4 74

四半期純利益又は四半期純損失（△） 218 △2,885
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,805 △5,993

減価償却費 428 526

のれん償却額 80 596

貸倒引当金の増減額（△は減少） △188 49

退職給付引当金及び役員退職引当金の増減額
（△は減少）

△1,106 △30

賞与引当金の増減額（△は減少） 78 △22

返品調整引当金の増減額（△は減少） △3 △175

受取利息及び受取配当金 △1,012 △566

支払利息 16 11

為替差損益（△は益） 112 23

有価証券評価損益（△は益） 1,230 815

有価証券売却損益（△は益） △59 －

過年度有価証券評価益 △698 －

投資有価証券評価損益（△は益） 290 702

投資有価証券売却損益（△は益） － 549

デリバティブ評価損益（△は益） － 876

持分法による投資損益（△は益） 0 0

有形固定資産売却損益（△は益） △2 △22

売上債権の増減額（△は増加） △986 24

たな卸資産の増減額（△は増加） △64 586

未収入金の増減額（△は増加） △77 △92

その他の資産の増減額（△は増加） △100 488

仕入債務の増減額（△は減少） 99 △644

未払金の増減額（△は減少） △23 36

その他の負債の増減額（△は減少） △351 △584

その他 837 70

小計 306 △2,776

利息及び配当金の受取額 1,102 566

利息の支払額 △16 △11

法人税等の支払額 △112 △430

その他 － △200

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,280 △2,851
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △13 △12

有価証券の取得による支出 △4,990 －

有価証券の売却による収入 4,760 －

有形固定資産の取得による支出 △3,007 △1,004

有形固定資産の売却による収入 0 56

投資有価証券の取得による支出 △9,937 △1,335

投資有価証券の売却による収入 5,775 4,446

子会社株式の取得による支出 △18 △8,141

貸付けによる支出 △73 △36

貸付金の回収による収入 171 10

匿名組合出資金の払戻による収入 2,101 －

その他の支出 △344 △179

その他の収入 588 73

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,988 △6,122

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 50 －

短期借入金の返済による支出 － △240

長期借入金の返済による支出 △65 △482

自己株式の取得による支出 △3 △1

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △1,541 △1,541

少数株主への配当金の支払額 △1 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,561 △2,278

現金及び現金同等物に係る換算差額 △112 △42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,382 △11,294

現金及び現金同等物の期首残高 29,227 25,675

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 23,844

※
 14,380

EDINET提出書類

株式会社東京スタイル(E02638)

四半期報告書

16/31



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間(自 　平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

　
１　連結の範囲に関する事項の変更

（１）連結範囲の変更

株式会社フィット、株式会社エレファント、株式会社ローズバッドについて、新たに株式を取得し

たため、連結の範囲に含めている。

（２）変更後の連結子会社数

21社

　

２　会計処理基準に関する事項の変更

（１）資産除去債務に関する会計基準等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３

月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20

年３月31日）を適用している。

　これにより、当第２四半期連結累計期間における営業損失および経常損失は22百万円、ならびに税金等

調整前四半期純損失は337百万円それぞれ増加している。また、当会計基準等の適用開始による資産除去

債務の変動額は560百万円である。

　

（２）企業結合に関する会計基準等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費

等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16

号　平成20年12月26日公表分）および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用している。
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示している。

　
　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示している。

　
　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定している。

２  固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっている。

３  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっている。

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度以降の経営環境に著しい変化が生じておらず、

かつ一時差異等の発生状況に大幅な変動がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業

績予想やタックス・プランニングを利用する方法によっている。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末
(平成23年２月28日)

※１  たな卸資産の内訳 ※１  たな卸資産の内訳

  商品及び製品                      9,155百万円  商品及び製品                       9,183百万円

  仕掛品                            1,152百万円  仕掛品                               434百万円

  原材料及び貯蔵品                     69百万円  原材料及び貯蔵品                      80百万円

※２  有形固定資産の減価償却累計額 ※２  有形固定資産の減価償却累計額

                                   12,886百万円                                    12,320百万円

偶発債務 偶発債務

下記の銀行借り入れに対して債務保証を行っている。 下記の銀行借入に対して、債務保証を行っている。

  ㈱東京スタイル従業員                 15百万円  ㈱東京スタイル従業員                  22百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

※  このうち主要な費目と金額は次の通りである。 ※  このうち主要な費目と金額は次の通りである。

減価償却費                            397百万円減価償却費                            503百万円

賞与引当金繰入額                      108百万円賞与引当金繰入額                       58百万円

退職給付引当金繰入額                   52百万円退職給付引当金繰入額                   53百万円

給与手当                            4,455百万円給与手当                            4,974百万円

宣伝販促費                          1,048百万円宣伝販促費                          1,450百万円

賃借料                              1,334百万円賃借料                              1,865百万円

荷造発送費                            323百万円荷造発送費                            535百万円

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年６月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日)

※  このうち主要な費目と金額は次の通りである。 ※  このうち主要な費目と金額は次の通りである。

減価償却費                            208百万円減価償却費                            270百万円

賞与引当金繰入額                     △16百万円賞与引当金繰入額                     △45百万円

退職給付引当金繰入額                   27百万円退職給付引当金繰入額                   24百万円

給与手当                            2,206百万円給与手当                            2,517百万円

宣伝販促費                            530百万円宣伝販促費                            731百万円

賃借料                                668百万円賃借料                              1,071百万円

荷造発送費                            148百万円荷造発送費                            342百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年８月31日現在)

現金及び預金 25,919百万円

計 25,919百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 2,074  〃

現金及び現金同等物 23,844百万円

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成23年８月31日現在)

現金及び預金 17,234百万円

計 17,234百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △2,854  〃

現金及び現金同等物 14,380百万円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年８月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自 　平成23年３月１日 

至  平成23年８月31日)

　

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 88,096,652

　

２  自己株式に関する事項

該当事項はない。

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

該当事項はない。

　

４  配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日
定時株主総会

普通株式 1,541 17.50平成23年２月28日 平成23年５月27日 利益剰余金

　
（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結

会計期間の末日後となるもの

　

該当事項はない。

　
５  株主資本の著しい変動に関する事項

平成23年５月23日開催の取締役会の決議に基づき、平成23年５月31日付で全自己株式14,411,016株を

消却し、当該自己株式の帳簿価額16,667百万円を資本剰余金及び利益剰余金から減額した。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日)

　

ファッション
衣料・雑貨
関連事業
(百万円)

合成樹脂
関連事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

12,540 874 286 13,701 ― 13,701

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

0 8 51 59 △59 ―

計 12,540 882 338 13,761 △59 13,701

営業利益又は営業損失(△) △45 70 160 185 3 188

　

 (注)１  事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、ファッション衣料・雑貨関連事業、合成　

         樹脂関連事業、その他事業に区分した。

   ２  各区分の事業内容

    (1)ファッション衣料・雑貨関連事業

婦人服、衣料品、服飾雑貨等ファッション用品の製造販売

    (2)合成樹脂関連事業

値札用タグピン等のプラスチック製品の製造販売

    (3)その他事業

貨物自動車運送業、不動産関連事業等

　
前第２四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年８月31日)

　

ファッション
衣料・雑貨
関連事業
(百万円)

合成樹脂
関連事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する売上高 24,462 1,824 536 26,822 ─ 26,822

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 36 123 159 △159 ─

計 24,462 1,861 659 26,982 △159 26,822

営業利益 173 163 259 596 7 603

　
 (注)１  事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、ファッション衣料・雑貨関連事業、合成　

         樹脂関連事業、その他事業に区分した。

   ２  各区分の事業内容

    (1)ファッション衣料・雑貨関連事業

婦人服、衣料品、服飾雑貨等ファッション用品の製造販売

    (2)合成樹脂関連事業

値札用タグピン等のプラスチック製品の製造販売

    (3)その他事業

貨物自動車運送業、不動産関連事業等
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、その記載を省略した。

 

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年８月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、その記載を省略した。

 

　
【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略した。

 
　

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年８月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略した。
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【セグメント情報】

(追加情報)

　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用している。

　

１  報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものである。

　当社グループは、事業区分を、商品、役務の種類・性質等を勘案し、「ファッション衣料・雑貨関連事

業」、「合成樹脂関連事業」及び「その他事業」に区分し報告セグメントとしている。

「ファッション衣料・雑貨関連事業」は、婦人服、衣料品、服飾雑貨等ファッション用品の製造販売を

行っている。

「合成樹脂関連事業」は、値札用タグピン等のプラスチック製品の製造販売を行っている。

「その他事業」は、貨物自動車運送業及び不動産関連事業等を行っている。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日)

　(単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額　　(注)

１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２

ファッション
衣料・雑貨
関連事業

合成樹脂
関連事業

その他事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 25,764 1,867 401 28,034 ― 28,034

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 2 89 91 △91 ―

計 25,764 1,870 491 28,126 △91 28,034

セグメント利益又は損失(△) △3,761 179 172 △3,409 48 △3,360

　（注）１　セグメント利益又は損失の調整額48百万円は、セグメント間取引消去の48百万円である。

　　　　２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)

　(単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額　　(注)

１

四半期連結損益
計算書計上額　
(注)２

ファッション
衣料・雑貨
関連事業

合成樹脂
関連事業

その他事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 13,079 854 186 14,120 ― 14,120

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 0 26 27 △27 ―

計 13,079 855 213 14,148 △27 14,120

セグメント利益又は損失(△) △2,248 77 77 △2,093 45 △2,048

　（注）１　セグメント利益又は損失の調整額45百万円は、セグメント間取引消去の45百万円である。

　　　　２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。

　
３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)
　

　（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はない。　
　

　（のれんの金額の重要な変更）

「ファッション衣料・雑貨関連事業」セグメントにおいて、株式会社エレファント、株式会社ローズ

バッドの株式を当第２四半期連結会計期間に取得し、同社を連結子会社とした。なお、当該事象による

のれんの増加額は当第２四半期連結会計期間において7,939百万円である。
　

　（重要な負ののれん発生益）

該当事項はない。
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　（金融商品関係）

　当第２四半期連結会計期間末(平成23年８月31日)

投資有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められる。

　
　 　 　 　 (単位：百万円)

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

投資有価証券 62,070 62,070 ― (注)１、(注)２

（注）１　投資有価証券の時価の算定方法

株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格に

よっている。また、組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品

全体を時価評価している。

　２　時価を把握することがきわめて困難と認められる投資有価証券
　 　

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 1,976

関係会社株式 197

合計 2,173

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められていることか

ら、上記投資有価証券には含めていない。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年８月31日)

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日と比べて著しい変

動が認められる。

　
1. その他有価証券で時価のあるもの

　 　 　 (単位：百万円)

区分 取得原価
第２四半期連結貸
借対照表計上額　

差額

株式 19,395 22,412 3,017

債券 44,322 36,247 △8,075

その他 3,637 3,410 △227

計 67,356 62,070 △5,285

　
２. 平成23年６月１日に共同株式移転により、共同持株会社「株式会社ＴＳＩホールディングス」を設立

し、当社は同社の完全子会社となった事に伴い、資金運用方針を変更したため、当第２四半期から売買

目的有価証券をその他有価証券へ振替えている。
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(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成23年６月１日　至　平成23年８月31日)

取得による企業結合
　

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形

式、結合後企業の名称、取得した議決権比率及び取得企業を決定するに至った主な根拠

①被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 事業内容

株式会社エレファント 衣料、洋品雑貨及び革製品の小売販売、卸及び輸出入等

株式会社ローズバッド 衣料、洋品雑貨及び革製品の小売販売、卸及び輸出入等　

②企業結合を行った主な理由

両社をグループに迎え、「ＲＯＳＥ　ＢＵＤ」ブランドにより新たな業態へ参入するとともに、

当社が保有する経営資源を提供することにより、店舗展開及びＷＥＢ販売の展開を更に加速させ、

事業規模の拡大を図るものである。

③企業結合日        　　　　　　　：平成23年８月１日

④企業結合の法的形式　　　　　　　：株式取得

⑤結合後企業の名称　　　　　　　　：変更なし

⑥取得した議決権比率

株式会社エレファント　85.3％　　　株式会社ローズバッド　85.3％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものである。
　

（２）四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業

の業績の期間

平成23年８月31日をみなし取得日としているため当第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連

結累計期間に係る四半期損益計算書には被取得企業の業績は含まれていない。
　

（３）被取得企業の取得原価及びその内訳

　 株式会社エレファント 株式会社ローズバッド

取得の対価　（現金） 1,782百万円 5,644百万円

取得に直接要した支出 25百万円 79百万円

取得原価 1,807百万円 5,724百万円
　

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

株式会社エレファント　2,376百万円　株式会社ローズバッド　5,562百万円
　

②発生原因　　　　　　　　　　　　：将来の超過収益力を合理的に見積もっている。

③償却の方法及び償却期間　　　　　：５年間で均等償却
　

（５）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る

四半期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額
　

売上高 5,986百万円

経常損失 △142百万円

四半期純損失 △142百万円

なお、影響の概算額については監査証明を受けていない。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日)

前連結会計年度末
(平成23年２月28日)

　 　

　 1,306.27円
　

　 　

　 1,441.21円
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

１株当たり四半期純利益金額 13.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載していない。

　

１株当たり四半期純損失金額（△） △74.67円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

(注) 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載していない。

　

   (注)１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年８月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失（△）　(百万円)

1,177 △6,577

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）
　(百万円)

1,177 △6,577

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 88,105 88,095

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連
結会計年度末から重要な変動があったものの概要

第２回新株予約権
この概要は「新株予約権等
の状況」に記載のとおり。

―

　
第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年６月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日)

１株当たり四半期純利益金額 2.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し
ないため記載していない。

１株当たり四半期純損失金額（△） △32.76円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

(注) 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載していない。

   (注)１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年６月１日
至  平成22年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失（△）　(百万円)

218 △2,885

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）
　(百万円)

218 △2,885

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 88,105 88,095

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連
結会計年度末から重要な変動があったものの概要

第２回新株予約権
この概要は「新株予約権等
の状況」に記載のとおり。

―
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(重要な後発事象)

　

該当事項はない。

　

　
２ 【その他】

該当事項はない。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年10月14日

株式会社東京スタイル

　　　取締役会  御中

　
　興 亜 監 査 法 人

　
指 定 社 員　

公認会計士　　柿　　原　　佳　　孝　　㊞
業務執行社員 　

　 　 　

　 　 　
指 定 社 員　

公認会計士　　長　　島　　俊　　行　　㊞
業務執行社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京スタイルの平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間(平成22年３月１日から平成

22年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京スタイル及び連結子会社の平成

22年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、株式会社東京スタイル及び株式会社サンエー・インターナショナルは、平

成22年10月14日に開催したそれぞれの取締役会において、両社株主総会による承認を条件として、平成23年６

月１日を設立日（予定）として共同株式移転の方法により共同持株会社を設立することについて、株式移転

契約書を締結することを決議し、株式移転契約書を共同で作成した。

　株式会社東京スタイル及び株式会社サンエー・インターナショナルは、本株式移転計画書に基づき、平成23

年６月１日(予定）を効力発生日として、本株式移転の方法により共同持株会社であるＴＳＩホールディング

スを設立する予定である。共同持株会社の株式については東京証券取引所市場第一部に新規上場申請を行う

予定であり、本株式移転の効力発生日に先立ち、東証一部に上場中の株式会社東京スタイル及び株式会社サン

エー・インターナショナルの株式は上場廃止となる予定としている。

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年10月14日

株式会社東京スタイル

　　　取締役会  御中

　

　興 亜 監 査 法 人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    柿　　原　　佳　　孝    印

　
指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    長　　島　　俊　　行    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京スタイルの平成23年３月１日から平成24年２月29日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成23年６月１日から平成23年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年３月１日から平成23

年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京スタイル及び連結子会社の平成

23年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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